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「日本高配当株式プレミアム・ファンド」の 2月 5日基準価額下落について 

 

 

平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 

2014年 2月 5日に「日本高配当株式プレミアム・ファンド」の基準価額は前日比 574円安（5.16%安）の 10,550

円となりました。 

「日本高配当株式プレミアム・ファンド」が主要投資対象とする「日本高配当株式プレミアム指数連動債」の

評価額は、「日本高配当株式プレミアム指数」の 1営業日前の値を参照して算出されます。当指数は 2014年 2

月 4日に 5.15%下落したため、2月 5日の当ファンド基準価額はこの下落の影響を受けました。 

2014年 2月 4日の日本株式市場は、日経平均株価が 4.2%、TOPIXが 4.8%下落しました。新興国不安が根強

く残るなか、2月 3日（現地時間）に米供給管理委員会（ISM）が発表した製造業景況感指数は 51.3となり、

米製造業活動は新規受注の減速が響き、この８ヵ月で最も遅いペースとなりました。これを受けて投資家のリ

スク回避の動きが強まり、比較的安全とされる円が買われ、円高が加速しました。その結果、日本株式市場は

大幅に下落しました。 
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